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概念フレームワーク下の税効果会計

概念フレームワーク下の税効果会計
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1．はじめに

1．1　マクロ会計政策としての税効果会計

　日本においては、少なくとも1970年代初頭に

は「耳慣れない……異端思想」1と表現され、

会計専門家や一部有識者のみ知るところであっ

た「税効果会計（tax　effect　accounting）」2と

いう会計処理方法が、1990年代末には広く一般

に喧伝されるまでになった3。しかし税効果会

計は、1940年代前後から、約60年余の理論、実

務の蓄積を持つアメリカが先導して、世界各国

においてその導入がなされてきた、極めて一般

的、かっ世界標準（global　standard）の「法人

税等の会計処理（accounting　for　income

taxes）」である。近年においては、先進国は

もとより、発展途上国においてもIAS受け入れ

の一環として、税効果会計の導入が着々と進行

しつつあり、日本だけが孤立した状況となって

1　吉田（1972，　67－71頁）

2損益計算書を重視して、①「（所得）税配分会
計」、　「税金配分会計」　（tax　allocation　accounting）、

②また、“tax　equalization　accounting”とも表記され

　る。

　対して、貸借対照表項目を重視して、③「繰延税
金：会計（deferred　tax　accounting）」（例えば、　Price

Waterhouse＆Co．（1967））、④「繰延税金の会計処

理」　（accounting　for　deferred　taxes（taxation））とも

表記される。

　現在は、アメリカを中心として、当期の確定納付
額を算定するための「フロー一一スルー法」（flow－

through　method）と税効果額の算定法を含めて、⑤

　「法人税等の会計処理（accounting　for［corporate］

income・taxes）」　（例えば、　SFAS第96号、109号）と

総称することが主流である。

　しかし本論文では、現在、日本で「税効果会計」と

いう用語が定着していることから、これを用いるこ
　ととする。

3　1999年から税効果会計の一般向け入門書を主とし

た出版ラッシュが起こり、1999年には実に29冊（改

訂版1冊を含む）が出版され、引き続いて2000年に

も20冊が出版された。これは97年と98年にはそれぞ

れ1冊しか出版されていなかったことを考えると、
その加熱ぶりがうかがえよう（冊数は筆者調べ）。
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図表1　税効果会計適用による資本増強効果
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　日本においてようやく税効果会計の全面適用

が認められたのは、1999年4．月1日以降開始事

業年度の決算においてであったが、その前倒し

導入（早期導入）が認められた1999年3月期決

算から、その莫大な計上額を問題として大きな

論議を喚起することとなった。

　しかし日本の税効果基準は、そもそも90年代

末における日本の金融不安に対する政策的対応

として導入された、　「特定の規制目的に基づい

て認められた会計基準」（Regulatory

Accounting　Principles：RAP）4であることを考え

れば、このような問題は想定外の事態ではなく、

政府のマクロ会計政策に合致した当然の結果で

あったと考えられる5。

　だが、このような自己資本増強を目的とした

銀行の繰延税金資産の計上状況に対する市場の

評価は厳し『ｭ、自己資本の空洞化としか見なさ

れなかった。そこで今度は2002年10月半ばに、

4　辻川（2000，1－42頁）

5　政府は、1998年6月に公表された、大蔵省と法務

省による「商法と企業会計の調整に関する研究会報

告書」において、税効果会計の導入の論拠として、

貸倒引当金の有税償却の阻害要因を取り除くためで

　あると、政策的根拠を明記している（大蔵省・法務省

　（1998，　M．1．　（2）　）　．

不良債権処理策を検討している竹中経済財政・

金融担当相の特別チームが、銀行における繰延

税金資産の計上厳格化の方針を打ち出したこと

から、税効果会計基準が再び注目を浴びること

となった6。

　特別チームではその審議において、繰延税金

資産の計上基準として、①今後5年間に見込ま

れる銀行の課税所得の累計額に法定実行税率を

かけた額以上は計上できない、②1年以内に解

消する繰延税金しか計上できない、③資本の部

の合計額における繰延税金資産の割合を約10％

にまで制限する、といった提案がなされたとい

う7。

1．2　問題の所在

　しかし巨額な繰延税金資産が計上されている

ことに対して、早急にただ計上を厳格化すれば

良しとするのは、その是非は揚棄するとして、

6　伊藤（2003，p．31）によると、アメリカ基準で税効

果会計を適用した場合、2002年3月期決算では、大

手銀行7グループのうち、5グループが8％の自己
資本比率を求めるBIS規制を達成できないと言う。税

効果会計は「魔法の杖」と郷楡される所以であるが、

マクロ会計政策の目的は達成したと言えよう。

7　日本経済新聞（2002）など。
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極めてプラグマティックな対応と言えるかもし

れない。理論的には、あるいは理論家としての

立場としては、そもそも繰延税金資産を計上制

限してよいのか（税効果差異8の認識を制限し

てよいのか）、もし計上制限が認められるのな

らば、どのような性質・属性をもった繰延税金

（差異）が、計上から除外されるのか、という

問題をまず考究する必要があると考えられる。

　極論を述べるならば、資本の部の合計額に対

する繰延税金資産の純額の割合がたとえ100％

超過しようとも、それは実感としては異常であ

るとく感じられる〉かもしれないが、計上され

た繰延税金資産が回収可能である限り、理論的

には何ら問題はないとく考えられる〉のである。

　そこで本稿ではまず第2章において、現状の

税効果会計の理論がどうなっているのか、そし

てそれで良いのか、どうすべきなのか、という

ことを明示、考察するため、概念フレームワー

ク（conceptual飴mework）に依拠して税効果会

計の論点を整理することを試みる。具体的には

税効果会計の代替的処理方法を「収益費用中心

観（revenue　and　expense　View）」と「資産：負債

8　本稿では、　「一時差異等」と「期間差異」の区別

が論旨に関係がない場合は、記述上の簡素化のため、

　これらをして「税効果差異」と総称、あるいは「差

異」と略称することにする。

9　　　‘‘revenue　and　expense　view”　と　‘‘asset　and　liability

view”の日本語表記についての検討は、藤井（1997，

53－55頁）に詳しく、　「収益費用（資産負債）アプ

ローチ」を訳語とする結論は、一定程度の説得力を

もつものであった。しかし藤井（1997）の結論は、

他の「収益費用観」などの訳出を否定した上での、

いわば消極的選択であり、　「収益費用アプローチ」

を訳語と選択した最終的な論拠は、米国で“asset／

liability　approach”との用語が実際に用いられている

こと（例えばNumberg（1989））にあると推測される。

しかし、“view”をして「アプローチ」と訳出するこ

とへの疑問と、藤井（1997）では検討されなかった

　「中心観」という新しく登場した訳語が、藤井
　（1997）の指摘する難点を逃れうる積極的代替案で

あると考え、本論文では、　「収益費用（資産負債）

中心観」を訳語として用いるものとする。

中心観（asset　and　liability　view）」9という概念

フレームワークの下で展開されている二つの会

計観によって、理論的に整理する。また論．点を

明確にするために、各会計観をいささか理論的

に（単）純化して、議論を進行してゆくことと

する。

　そして第3章においては「反復的差異」とい

う、税効果会計の認識範囲の問題に関する古く

からの論点を新たに検討しなおし、その概念を

拡張することを試みる。

　そしてこのような反復的差異概念の拡張をと

おして、二つの会計観のどちらを採用しても、

税効果会計の適用が困難になるという論証を展

開するものとする。なおここで本稿の試みは、

二つの会計観に対して価値判断を下すものでは

なく、あくまでも二つの会計観の下での税効果

会計適用の効果ないし帰結を明示するものであ

る。

2．二つの会計観と税効果会計

2．1　会計観の変遷とその異同

　会計処理に関する諸問題を、長年淘汰に耐え

てきた実務慣行を公正なる会計慣行として、そ

こから会計理論を構築する、ダーウィニズム的

とも言える帰納的アプローチに対して、近年、

演繹的なアプローチによる会計理論の構築が行

われている。これは、会計目的を明示し、その

目的に合致するよう、様々な個々別の会計諸問

題に対して首尾一貫した処理基準を導出するた

めの体系的な会計理論の構築を試みるものであ

る。こうした会計理論、会計観は、　「準拠枠

（frame　of　reference）」や、　「概念フレーム

ワーク」と呼ばれている。以下いささか単純に
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過去のフロー

図表2－1　収益費用中心観の資産の前提

　　　　　ストック　　　　　　　　　　将来のフn一

「一一一一薗糟曹卿一唱｝一一薗噛「

原価（支出額）

　　，

収益（収入額）

1未配分原価
i一資産
1

1一収益（収入額）
i
I

（出所）梅原（2001，p．30）

図表2－2　資産負債中心観の資産の前提

　　　　　ストック　　　　　　　　　　将来のフロー

富（wealth）

価値（value）

　経済的資源　一経済的便益

i一資産　i・←一一一一キャッシュ’フロー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）梅原（2001，P．28）

は過ぎるが簡潔に、概念フレームワークについ

てその変遷を追いつつ鳥瞼図を描きたい。

　元来、伝統的な概念フレームワークとして、

議論の姐上に上ってきたのは、静態論（statische

Bilanztheorie）と動態論（dynamische　Bilanztheorie）

の二つの会計観であった。

　静態論による会計目的は、主に債務弁済能力

の算定におかれ、よって貸借対照表が中心とな

る。そして貸借対照表は、当該企業の財政状態

を表現するための財産目録として位置づけられ

る。このような静態論における貸借対照表の位

置づけは、　「財産目録の作成を義務づけた商法

上の規定に現実的基盤をもち……会社債権者を

保護するという会社法の目的と結びついて生成

したもの」10である。債務弁済能力の算定が目

的とされるのもそのためであり、よって過去の

10　醍醐（2001，84頁）

収支に基礎づけられた会計記録に関係なく、換

金価値が存在すると評価されたもの、あるいは

法的債務と認められるものだけが、それぞれ資

産、負債として貸借対照表に計上されることに

なる。具体的には静態論の利益計算は、財産法

により、一定期間の期首と期末の純財産の比較

により、その計算がなされる。つまり、〈資産

＝・ ﾏ極財産〉、〈負債＝消極財産〉とし、これ

を実地調査して、

　積極財産一消極財産＝純財産

と導かれる。ここで、実地で調査される財産は、

清算価値を算定するために、処分価値（売却時

価）で評価されることとなる。

　対して動態論の会計目的は、企業の収益力の

表示に置かれている。収益力は、損益計算書上

において、企業の経営活動の成果である収益と、

その獲得のために犠牲となった費用の関係を示

すことで表される。利益計算は、損益法により、
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収益と費用を期間対応させることでなされる。

対応から外れた繰延項目はストックとして貸借

対照表上に計上される。よって、貸借対照表は

収支と損益の期間帰属のずれを調整する補助的

手段であり、繰延べ、見越し項目の残高（バラ

ンス）表として捉えられるll。将来の費用とし

ての資産の評価は、合理的かつ客観的に当該会

計期間の収益に対応させるために取得原価に

よってなされる。ゆえにく資産＝未配分原価〉

とされる。以上のような動態論とは、収益費用

中心観と同義である。

　さらに1960年ごろまで支配的だった古典的ア

プローチ（classical　approach）、真実利益アプ

ロ　・一チ（true　income　approach）に代わって、

1966年のAAAによるASOBAT等で提唱され始め

た意思決定有用性アプロー一・hチ（decision－

usefUlness　approach）を受けて、　FASBは、将来

の経済的便益を表す資産を財務諸表の構成要素

の最も重要な概念として位置づけた12。ここで

く資産＝経済的資源〉とされ、これはまた用役

潜在性説（servic6　potentials）に概念上包摂さ

れる。

　梅原（2001，28－29頁）は、Fisherの著名な

資本価値計算の図式をアナロジカルに用いるこ

とによって、このような資産（経済的資源）の

前提について興味深い説明を行っている（図表

2－2）。まず企業はストックとして経済的資

源を保有している。これによって将来の経済的

便益がもたらされる。将来の経済的便益は、

キャッシュ・フローが獲得されるか否かによっ

て確認される。そして会計上、そのキャッ

11　醍醐（2001，81－82頁）

12FASB（1985）は、資産（と負債）を①蓋然性の高
　い将来の経済的便益（の犠牲）、②特定の実体の責

務、③過去の取引またば事象の発生、と特徴づけて
　いる（para．171，192）。

シュ・フローを割引くことによって、決算時の

企業価値が決定されるのである13。

　つまりここでは、収益費用中心観で計上され

る経済的資源ではない項目、計算擬制項目は資

産・負債とは認められなくなる。このように貸

借対照表の役割が中心となるわけだが、貸借対

照表は、資源構造（借方）と資金調達構造（貸

方）の対比を示すものとされる14。会計等式は、

　資産（資源）＝負債＋持分

と表現され15、利益計算は、資産と負債の差額

である持分の1会計期間の変動として導かれる。

この1会計期間の「∠持分」が包括利益である。

以上のように、財務諸表の諸要素は、資産→負

債→持分→利益と、資産概念から演繹的もしく

は連鎖的に定義される。このような会計観は、

資産負債中心観と呼ばれる。

2．　2　“Let　the　tax　fo　l　l　ow　the　i　ncome”

　vs．　“Let’sfixdeferred　taxes”

　さてここで簡単な設例を用いて、収益費用中

心観と資産負債中心観という二つの会計観によ

り、税効果会計を「概念的」に把握し、その異

同を明示することを試みる。これによって、税

率が同一である場合、繰延法（deferred

method）と資産負債法（asset　and　liability

method）に基本的な違いは存在しないと主張

する、税効果会計の「技術的」な側面に着目す

る論者と一線を画するものとする。

　まず法人税等の税額であるが、課税所得計算

上、〈税引前利益1，000一税効果差異400＝・課税

所得600＞と差異が減算され、そしてそこから、

13　梅原（2000，29頁）

14　FASB　（1984，　para．26）

15　FASB　（1985，　para．21　footnote．14）
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＜設定条件＞

1．税効果会計の対象となる将来加算税効果差異が400存在する。

2．そのうちの200は、反復的差異などの解消困難な差異であるとする。

3．法定実効税率は50％とする。

繰延法

税引前利益

図表2－3

1，000

繰延法と資産負債法

　　資産負債法

　　税引前利益　　　1，000

法人税等　　300

税効果額　　200

当期税負担額　　　500

当期純利益 500

税：負担率50％

対応関係が成立

法人税等　　300

税効果額　　100

当期税負担額　　　400

当期純利益 600

税負担率40％
対応概念から離脱

〈課税所得600×法定実行税率50％＝法人税等

300＞と算定される。

　この設例においては、税効果差異が400存在

するが、そのうちの200が反復的差異などの解

消困難な差異であると設定している。逆に述べ

れば、解消可能な税効果差異は200だけしか存

在しない。

　ここで収益費用中心観では、収益（税引前利

益）と費用（法人税等）を合理的に対応させる

ことを重視することから、差異400について全

額認識し、これに法定実効税率50％を乗じて、

200の税効果額を計上する。

　（借）法人税等調整額　　　200

　　　　　（貸）繰延税金貸方項目　　200

　これにより当期税負担額が500になり、対し

て、税引前利益が1，000となるので、税率の

16齋藤（1999）21頁他、中田（1973，　56頁）など。
Black（1966，　p．13）は、「［繰延法のもとでは、法人］

所得税費用は、税引前利益の函数である」としてい

　る。
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50％どおり収益と費用の「函数的対応関係」16

が成立することになる。しかし貸借対照表に計

上される繰延税金貸方項目200は、100しか将来

期において解消しないので負債性はない。この

200は将来の損益計算において期間対応を図る

ための繰延税金収益または不確実な債務に対す

る引当金であることがわかる。税効果会計では

このような計算方法を「繰延法」と言う。

　これに対して、資産負債中心観においては、

その資産・負債の定義から、将来純キャッ

シュ・フローに影響をもたらさない差異を認識

することはできないので、解消可能な差異200

に税率50％を乗じて、税効果額が100計上され

ることになる。

　（借）法人税等調整額　　100

　　　　　（貸）繰延税金負債　　　100

　これにより当期税負担額が400となり、損益

計算書上での対応関係が犠牲になる（図表2－

3参照）。また繰延税金負債100は、将来
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図表2－4　収益費用中心観のもとでの繰延税金項目の定義

○繰延税金借方項目…将来の経済的便益を表さないが、収益と費用の期間対

　　　　応を図るために必要な繰延費用

○繰延税金貸方項目…経済的資源の引渡しの義務を表さないが、収益と費用

　　　　の期間対応を図るために必要な繰延収益及び引当金

図表2・一一　5　資産負債中心観のもとでの繰延税金資産・負債の定義

○繰延税金資産…将来の課税所得の計算上，減算効果（経済的便益）があるもの。潜在的

　　　　法人税等についての将来キャッシュ・インフローの現在価値

○繰延税金負債…将来の課税所得の計算上，加算効果（経済的便益の流出）があるもの。

　　　　潜在的法人税等についての将来キャッシュ・アウトフローの現在価値

キャッシュ・アウトフローを意味しており（便

宜上ディスカウントは考慮しない）、貸借対照

掌上での繰延税金の資産・負債性を成立させて

いることが判る。税効果会計ではこのような計

算方法を「資産負債法」と言う。

　以上によって導かれた純利益は、繰延法が

500、資産負債法が600と異なる数値になる。繰

延法と資産負債法は将来の税率の変更がない場

合は、実質的に同じ計算方法であるということ

が常々指摘されている17。しかし、この二つの

会計観から概念的に税効果会計を把握すると、

資産負債中心観の下では、その資産・負債概念

により解消困難と判断された差異が除外される

ことから、この二つの計算方法は税率の変更予

定がなくても必ずしも一致しないので、概念的

に区別されるべきものであることが、理解でき

よう。

　ただここで、将来キャッシュ・フローと言う

場合、一体何年を期限として「将来」としてい

るのか、問題が残る。というのは法人の継続を

前提とする限り、全ての税効果差異はいっか解

17Bevis－Perry（1969，　pp．4－5）など。

消するからである。換言すれば、解消困難な差

異というものも「将来」を無限と見なすと存在

しないことになる。そうすると税効果額と当期

純利益は、繰延法と資産負債法のどちらを用い

ても、全会計期間を通算すれば同額になる。つ

まり、どの会計期間に法人税等費用を期間帰属

させるかの違いだけになる。資産負債法を、評

価を通じた配分法とする主張、あるいは繰延法

の修正法とする主張もここに論拠の一つがある

ものと考えられる。

　しかしこの主張はディスカウントを考慮に入

れていない。収益費用中心観・繰延法は測定属

性を取得原価とするが、資産負債中心観・資産

負債法においては、そのストック概念上、貨幣

に内在する時間的価値を考慮、つまり繰延税金

をディスカウントしなければならない。そうす

ると繰延法と資産負債法では、全会計期間を通

算しても当期純利益は同額にはならない。たと

え資産負債法を配分法と捉えたとしても、どの

会計期間に税効果が期間帰属、費用化されるか

で、それぞれの期間で適用される割引率は異な

るのである。

　このような法人税費用の配分と、繰延税金の
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　　　　図表2－6　会計観の変遷と税効果会計の計算方法

　静態論　一一一一一→・　動態論

債繍灘？　　　u
　　　　　　　　　　　　収益費用中心観一一一一シ資産負債中心観

　　　　　　　　　　　　　繰延法　　　　　　　　資産負債法

評価という両計算方法の目的と概念の根本的な

違いは、Moonitz（1957，　p．177，183）の“Let

the　tax　follow　the　income”と、　Nadir－Weygandt

（1981，pp．87－102）の“Let’s　fix　deferred

taxes”という「標語」によっても端的に示さ

れよう18。

　最後に、計算方法名の問題にからめて、静態

論の下における税効果会計について考察したい。

　税効果会計という名称もそうだが、その計算

型法名もまた必ずしも統一されて用いられてい

るわけではない。中でも資産負債法を「債権債

務法」とする論者が存在する19。筆者はもちろ

ん計算方法名自体に重要な意味があると考える

者ではない。しかし、過去の取引、事象により

生じる法的な債権・債務を想起させる債権債務

法という名称は、将来純キャッシュ・フローの

現在価値の測定を行う資産負債中心観のもとで

はやや適切さに欠けると考えられる。むしろ債

権債務法という名称は、清算価値を財産目録と

して表示することを目的とする静態論の下での

税効果会計に適切な名称であると考えられる。

　ここでの「債権債務法」においては、繰延税金

借方項目は租税債権、繰延税金貸方項目は租税

債務と捉えられる。しかしここで、繰延税金は

18　なお、Moonitz（1957，　pp．182－183）は計算方法とし

　ては負債法を支持していた。しかしこの負債法は繰

　延税金の評価を重視するものではなく、標語が示す

　とおり、その背景となる概念としては対応概念を基

　盤としていた。つまりMoonitz（1957）における負債

　法とは、繰延法の修正法であったと考えられる。

19弥永・足田（1997）など。

擬制的な債権・債務であり、換金性のある財産

とも、法的な契約に基づいた債務とも当然考え

ることはできない。また繰延税金は独立に取引

可能でもなく個別に売買可能でもない。よって

このような債権債務を計上することはできない。

　ただここでの清算は、倒劣等による法人解散

による清算を意味しない。通常のゴーイング・

コンサーンを前提とした法人における擬i制的な

清算であるので、清算所得が存在する可能性が

高い。清算所得の存在を前提とすると、清算所

得算定過程において（通常の課税所得計算に比

して各種規定、制限を受けるものの）、基本的

に税効果差異は加減算される。つまり税効果自

体は存在するのである。

　しかし擬制清算であるということは、例えば

ある一時点において債権者が債務弁済を請求し

ても、法人税の支払いを通じたキャッシュ・イ

ンフロー効果も見込めないことを意味している。

もちろん租税債権を換金することはできない。

　結論として、やはり静態論の下では税効果会

計の適用は不可能であり、ディスクロージャー

として税効果額を注記等において開示する余地

がある、といった範囲に留まることになる。た

だ一口に静態論といっても、分売静態論、継続静

態論、新静態論など多岐にわたって存在するの

で、これらに対する考察は今後の課題としたい。

　以上、静態論から資産負債中心観会計観の変

遷に付随して、税効果会計の目的もまた変化し、

そのストック概念も法的概念から経済的便益へ
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と拡張するのに付随して、計上不可能な状態か

ら、積極的に資産、：負債として認識されること

になる。

　しかし収益費用中心観と資産負債中心観の下

においては、税効果会計は適用可能なのか、は

じめに記した税効果の多額計上の問題は二つの

会計観において如何に処理されるのか。次章で

は、この二つの会計観を用いて、税効果会計の

反復的差異の処理方法の理論的整理を行うこと

で、これらの問題に取り組むものとする。

復的差異の処理に論点を絞るものとする。

　本章では、まず反復的差異について考察を加

え、その概念を拡張することを試みる。そして

これまで本論文で考察してきた二つの会計観に

よる税効果会計によって反復的差異を考察する

ことで、どちらの会計観を適用しても税効果会

計が適用困難になるという結論を導出すること

を試みる。

3．1　反復的差異概念の拡張

3．税効果会計における差異と反復

　税効果会計の適用にあたって最も議論の対象

となるものの一つが、その配分範囲（extent　of

interperiod　allocation）である20。これについて

は、包括的配分法と部分的配分法が対立してい

る。包括的配分法は、重要でないものを除いて

全ての税効果差異を認識するのに対して、部分

的配分法はその認識に制限を加えるものとする。

ここで部分的配分法のもとで適用範囲から除外

されるものとして、いかなる性質を持った税効

果差異がその対象となるかが問題となる。そし

てその代表的な存在であるのが、相対的に長期

に亘って解消しない長期的差異と、反復的差異

と呼ばれる差異である。本稿では、特にこの反

　基本的に永久差異を除いて全ての差異は、継

続企業である限りいっかは解消する。解消困難

な差異という場合、それは差異解消を満たすた

めの十分な課税所得が見込まれないか、差異が

長期に亘って解消しないことを意味している。

それらはあくまでも解消困難なのであり、解消

不可能（永久差異）なのではない。しかしこの

反復的差異はこのような単純な基準では判断で

きない複雑な問題を含んでいる。

　本節でははじめに、以下の設例に象徴される

典型的な反復的差異の定義を示す。そして、次に

それに対して考察を加え、本稿の支持する定義

を示し、反復的差異概念を拡張するものとする。

　設例の設定条件は以下の通りである。

＜設定条件＞

1．各年度の期首に取得原価1，000の機械を購i入する。

2．これらの機械は税務上同一種もしくは、グルーピングが認められる機械とする。

3．機械の償却年数は4年で、残存価額は0とする。

4．減価償却方法は、財務諸表上は定額法、納税申告書上は級数法とする。

5．法人税等の税率は50％とする。

6．毎年十分な課税所得を有するものとする。

（注）二三は、Black（1966，　p．66）に加筆修正を加えたものである。

20　Beresford　et　al．　（1984，　p．73）
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図表3－1　納税申告書

1年度

　　400

2年度

　　300

　　400

3年度　　4年度

　　200　100

　　300　200

　　40　300
　　　　　　400

5年度

100

200

300

400

合　計

機械1②

機械2

機械3

機械4

機械5

〈gQtg“o　70Q　g　oo　1，000

　図表3－2　損益計算書

1年度

　　250

2年度

　　250

　　250

3年度　　4年度

　　250　250

　　250　250

　　250　250
　　　　　　250

1，　OOO

5年度

250

250

250

250

合計　　250　500　750　1，000　1，000

　　図表3－3　差異の発生と消滅の内訳、及び税効果額

機械1③

機械2

機械3

機械4

機械5

1年度

　　150

2年度

　　50

　　150

3年度　　4年度

　A50　A150
　　50　A50
　　150　50
　　　　　　150

5年度

A　150

A50

　50

　150

差異の
相殺を

容認し

ている

ネット差異

税効果額

150

75

200

100

150

75

o

o

o

o

累積税効果額　　　　　＿エ旦　　　　ユエ旦　　　　2旦⊆L　　　　2亘Ω．　　　　墨

・一檮ｷ異等（期間差異）③＝税務上の費用①一会計上の費用②

・税効果額＝ネット差異×法定実効税率（50％）

・n期累積税効果額（繰延税金）＝n期税効果額＋（n－1）期累積税効果額

　この設例では1，000の機械を購入して、税務

上は級数法、会計上は定額法で減価償却を行う。

残存価額は0なので、図表3－1に示されるよ

うに、税務上は年度順に400、300、200、100と

減価償却費が計上されることになる。一方会計

上は、図表3－2に示されるように、＜1，000

÷4＝　250＞より、毎年250計上されることにな

る。このような税務上と会計上の減価償却費の

差異が税効果差異であり、図表3－3の機械1

の項目を見ると理解できるように、1年度の税

効果差異は、〈税務上の償却費400一会計上の

償却費250＝150＞と算定される。以下同様に、
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2年度は＜300－250＝50＞、3年度は〈200－

250＝：△50＞、4年度は＜100　一　250＝△150＞と

税効果差異が算定される。以後、一年ごとにこ

れと同種の機械を購入してゆくと、図表3－3

のような差異の発生と消滅のパターンが形作ら

れる。

　このそれぞれの機械の償却費に起因する差異

をグルーピングすると、図表3－3の「ネット

差異」の項目を見ると解るように、1年度150、

2年度200、3年度150の差異が発生するが、4

年度目からは差異の発生がなくなっている。こ

れは、図表3－1、3－2から見ると、納税申

告書と損益計算書上の減価償却費は4年度から

1，000で一致して、以降その状態が定常化する

ので、税効果差異は発生しなくなるためである。

図表3－3から見ると、4年度を縦軸に見ると

解るように、機械1の150と機械2の50の差異

の消滅が、機械3の50と機械4の150の差異の

発生によって相殺されて、ネット差異が0にな

るためであることがわかる。この差異を相殺し

てネットにすることについての論点上の重要性

は後で詳述することとする。

　次に図表3－3の「税効果額」の項目につい

てであるが、これはここでは損益計算書上の法

人税調整額を意味する。税効果額は、〈税効果

差異×法定実行税率〉で算定される。よって、

1年度からそれぞれ税率50％を乗じて、75、

100、75の税効果額が計上され、4年度以降は

差異が発生していないので0になる。

　最後に「累積税効果額」の項目であるが、こ

れはここでは、繰延税金負債（もしくは繰延税

金貸方項目）を意味する。繰延税金であるので、

P／L上の税効果額が累積してゆくことになる。

よって、1年度は75、2年度はく過年度の75＋

当期の100＝175＞、3年度はく過年度の175＋

当期の75＞と増加してゆく。しかし、4年度か

らは、税効果が発生してないので、よって累積

税効果額は250で変化せず、この後も追加的に

機械6、機械7、機械8……と機械を購入しつ

づける限り、あるいは購入すると合理的に予想

される限り、この累積税効果額（繰延税金）は

取り崩されない状態となる。

　齋藤（1999，46頁）に従うと、このような

　「同じないしは同種の取引や事象が、相対的に

長期にわたって繰り返し生じる場合［に］、……

そうした取引等が起因となって生じる」税効果

差異が、　「反復的差異」　（repetitive　difference、

recurring　difference）と定義される。

　もちろんこれは極めて単純化された特例であ

り、例えば、2年度に機械を購入せずに、3、

4年度に機械を2台以上購入しても反復的差異

となる。当期において将来、累積税効果額が、

一定あるいは増加すると合理的に予測される場

合に、そのような税効果差異の発生と消滅のパ

ターンをして、反復的差異と称することになる。

　このような反復的差異の性質・属性について、

包括的配分法と部分的配分法は対立した説明を

おこなうが、ここではその主なものだけを取り

上げよう。

　まず包括的配分法の支持者は次のように主張

する。会計利益と課税所得の測定は、循環する

勘定（revolving　account）に基づいているにも

かかわらず、部分的配分法は、そのような反復

的差異の循環の性質を無視している。すなわち、

ある差異の解消は、他の差異の解消によって相

殺されるのではなく、その差異自体のリバース、

解消するときに有効と見なされるのであって、

当期の差異の発生が以前の年度の差異を相殺す

るからといってその消滅の事実を変えるもので

はない。税効果の発生は個々ゐ差異に依存する
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のである。

　部分的配分法の支持者の主な主張は次のよう

なものである。反復的差異は、実質的には税効

果は消滅せず、結果的に無期限の課税の延期を

もたらすから、認識するべきでない。包括的配

分法により解消の可能性のない繰延税金を計上

することは、経済的現実（economic　reality）な

いし経済的実質（economic　substance）を無視

している21。

　ここで反復的差異の概念は、上記のような設

備、定義に限定されるものではなく、さらに拡

張可能であると考えられる。何故なら、部分的

配分法においては異なる差異の相殺を肯定して

いるので、この設例のような「同種」の資産グ

ループ内において発生する差異にのみ、相殺を

容認するのは矛盾している。これらの差異は、

他の様々な発生原因からなる税効果差異（例え

ば、貸倒引当金、圧縮記帳にかかる税効果差異

など）とも相殺可能であると考えるのが正当な

論理的帰結である。するとこの場合最終的には、

企業全体の累積税効果差異が対象となり、それ

が一定化、あるいは増加してゆく場合、それに

ついて反復的差異の現象を認め、適用範囲から

除外されることになる。換言すれば部分的配分

法は、企業全体の累積税効果差異が将来期にお

いて減少すると予測されるときのみ、その差額

減少分だけ税効果額を認識する方法であるとい

うことになる。

　以上のような「循環する勘定」と「無期限の

課税の延期」という性質・属性からの反復的差

異の考察は、それぞれに論拠を持ち、この次元

では解答がでないと本稿は考える。よって本稿

21両主張について、Black（1966，　p．71）、Stitt（1985，

　para．44）、中田（1999，20頁）、齋藤（1999，47頁）、

　弥永・足田（1997，127頁）を参照した。

は、二つの会計観との整合性という観点に次元

を移し、反復的差異について改めて考察を試み

る。

3，2　会計観・計算方法との整合性

　本節では、収益費用中心観・繰延法

（deferred　method）、資産負債中心観・資産負

債法（asset　and　liability　method）の二つの会計

観・計算方法について再度概観しつつ、それぞ

れの計算方法が反復的差異をいかに取り扱うか

を論述する。

　そしてそれに先駆けて、典型例としての反復

的差異の起源を示唆していると考えられる税引

後法（net－ofLtax　method）を取り上げる事とする。

3．2．1　反復的差異の起源

　ここでは税引後法の特質である、その勘定処

理方法に着目する。

　税引後法では、その税効果差異の発生原因で

ある当該資産負債、損益項目から直接、加減算

を行う。貸借対照表上の当該資産・負債は、「税

引後」資産・負債（net　of　tax　asset　or　liability）

が計上される。つまり、税引後法は評価勘定方

式を用い、税効果額は独立勘定としては表示さ

れない。

　さてこの税引後法は、実務的には、どのよう

な理由により評価勘定方式が要請され、そして

展開してきたのであろうか。

　税効果会計はその萌芽期からすべての税効果

差異に適用されていたわけではない。税効果会

計は、一貫してアメリカにおいて先駆的に発達

してきた会計手法であるが、アメリカにおいて

特に税効果額が重要視される契機となったのは、
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朝鮮戦争時の優遇政策として、1954年内国歳入

法（The　19541nternal　Revenue　Code）によって、

緊急設備について税務上の加速償却が認められ

たことを原因として、減価償却費にかかる税効

果が増大したことにある22。このため固定資産

の原価配分のためには、減価償却費だけでなく、

その税効果を考慮する必要が生じたわけで、そ

の意味では、現行税率適用による税引後法の適

用は、減価償却会計の一部として取り扱われて

いたと考えられる23。

　Black（1966，　p．54）も、税引後法にとっての

最も有効な適用例（the　strongest　case）は、減

価償却の会計処理である、としているが、本節

の設例は、まさにその典型例である。

　反復的差異に関する論争はこの時代に最も激

しく行われた。反復的差異の設例として、多く

の論文において固定資産の減価償却費にかかる

税効果の事例が引用されてきたのは、①この時

代の減価償却会計の一部としての税引後法の適

用に起源をもつことと、そして、②その後の新

たな税効果会計（そしてその背後に在る会計

観）の展開に応じて反復的差異の定義について

の再検討がなされなかったことが理由であると

考えてよい。

22　Beresford　et　al．　（1983，　p．137）　．　Bevis－Perry　（1969，

　p．1）を参照した。

　　なお1954年内国歳入法が会計上と税務上の利益の

　乖離を招いた理由は次のようにも説明されうる。

　AAA（1952）は先に、税法上の目的と企業会計上の

　目的の相違により、その利益に差異が生じることを

　指摘し、さらに立法、行政、司法からの企業会計の

　独立性を明示していた　（para．6．（a））。これに対し

　て、1954年内国歳入法は棚卸資産に対するLIFOの適

　用に限り引き続き会計上と税務上の一致要求を行っ

　たため、AAA（1952）のいわば勧告に従い、　LIFOを

　除いて、会計と税務上の利益（会計処理方法）の乖

　離（象徴的には減価償却方法）が進行していったも

　のと考えられる。

23　Black　（1966，　pp．52－56）　．　Beaver－Dukes　（1973，

　pp．549－551）　．

3．2．2　収益費用中心観・繰延法

　繰延法は、当期に発生した税効果差異（期間

差異）に対して、その期の税率、すなわち現行

税率を乗じて税効果額を算定する。これによっ

て、税引前利益に法人税等の税額が函数的に対

応するように、税効果額（法人税等調整額）を

算定することを目的とする。

　このように当期の税引前利益と法人税等の対

応を目的とすると、部分的配分法を採用した場

合、その対応関係が崩れてしまうことから、必

然的に繰延法は、包括的配分法が繰延法と整合

性を有することになる。つまりこの場合、反復

的差異が「循環する勘定」、　「無期限の課税の

延期」のどちらの性質・属性を有していようが

関係がない。

　ただここで実態・実証研究の知見によれば、

多くの安定、成長企業においては税効果差異の

解消よりも発生が上回る、つまり累積税効果差

異が増加してゆく傾向が存在する24。

　繰延法を採用したAPBO第11号も認めている

ように、この繰延税金借方、貸方項目は「税効

果の…累積的認識を意味し、通常の意味での未

収入金、または未払金を意味するものではな

い」25と、その性格を明示しえなかったために、

繰延税金貸方項目を株主持分に加えたり、繰延

税金借方項目を利益剰余金から減らしたりする

企業も現れ、議論をもたらす結果となった。’

　また同じく歴史の知見から、税率に変化があ

る場合における繰延法の問題点を指摘できる。

　1986年のレーガン税制改革によって基本税率

が46％から34％に引き下げられた。これによっ

て過年度において、差異発生期間の税率（現行

税率）で繰延べられていた繰延税金貸方項目が、

リバース、解消するときには税率が変更されて

一　185　一



経　済　学　研　究　　第69巻　第3・4合併号

いたため、実際のキャッシュ・アウトフローと

合致せず、結果として、過大な繰延税金貸方項

目が計上されていたことになってしまった。例

えば、税率46％のときに、貸方税効果差異が

＄1，000発生したとしよう。すると、〈＄1，000

×46％・＝＄460＞より、貸借対照表上に＄460の

繰延税金貸方項目が計上されることになる。次

に、この差異が税率34％のときに解消したとし

よう。そうすると、課税所得計算上の加算項目

として＄1，000が加算され、＜＄1，000×34％＝

24　このような累積税効果差異の増加傾向に関する研

　究については、年代順に、Davidson（1958）、Harwood

　（1961，pp．619－625）　．　Livingstone　（1967a，p．91）　．　Price

　Waterhouse　Co．　（1967）　．　Livingstone　（1967b）　．　Bevis

　（1968）　，　Voss　（1968）　．　Livingstone　（1969）　．

　Buckley　（1972）　．　Davidson　et　al．　（1977）　．　McGee

　（1984）を参照した。ここで、累積税効果額が減少

　傾向をもっと主張するものは、Black（1966，　p．72）、

　Herring　and　Jacobs（1976）など極少数である。なお、

　Black（1966，　p．72）のサンプル企業数は6社に過ぎず、

　Herring　and　Jacobs　（1976）1ま、　Davidson　etα1．（1977）

　に反駁されている。なお、日本企業（SEC24社）の実

　態を調査した数少ない研究の一つに、大倉（1999，

　18－19頁）がある。

　　以上は、累積税効果差異、繰延税金のbehaviorに焦

　点を絞った、税効果会計実態、実証研究の初期
　（Schwarz（1978，　p．46）の言う第1、2グループ）の

　研究である。今日の実証研究は、株価との関連にお

　いて「部分配分法と包括的配分法のどちらがvalue－

　relevantな情報をもたらすか」、「評価性引当金の計

　上状況はvalue一・relevantな情報をもたらすか」を証明

　する（Ayer（1988）など）、といったものが主流で

　ある。これらも基本的に税効果が増大傾向にあるこ

　とを基本認識としている、もしくは解消不可能な差

　異が発生していることを示していることで、認識を

　同じくしている（例えば実証結果では繰延法よりも

　資産負債法、包括的配分法よりも部分的配分法を採

　用した方がvalue－relevantであるとするものが多であ

　ることがその証左である）。

　　なお、奥田（2001）は、日本企業の実証分析から、

　包括的配分法のもとでの繰延税金に株価説明力があ

　り、包括的配分法を市場は評価しているとする。し

　かし、日本基準・実務指針に配分法の明記はない。

　さらに資産負債法を採用し、繰延税金の解消可能性

　の考慮が求められていることを考慮すると、日本基

　準は部分的配分法を採用していると考えられる。
　よって奥田（2001）の実証結果は包括的配分法を部

　分的配分法と読み替える必要がある。
25　APB　（1967，　para．57）

＄340＞より、法人所得税として＄340のキャッ

シュ・アウトフローが生じることになる。つま

りこの場合、＜＄460一＄340＝＄120＞より、

＄120だけ、過大な繰延税金貸方項目が計上さ

れていたことになる。

　こうして繰延法・包括的配分法に対する批判

が高まることになった。ただし収益費用中心

観・繰延法が、繰延税金を対応から外れたス

トック（収納庫、ゴミ箱、生産クズ）と考える

ならば、以上のような批判は外在的な批判であ

り、収益費用中心観・繰延法の理論的破綻を示

すものではないことに留意するべきであろう。

3．2．3　資産負債中心観・資産負債法

　資産負債法では、当期において税効果差異

（一時差異等）が発生した場合、その差異がリ

バース、解消する年度における税率、すなわち

予測税率をその発生した差異に乗じて税効果額

を算定する。そして、税率変更が判明した場合

には、既に貸借対照表上に計上されている繰延

税金は変更税率で再測定される。また貨幣に内

在する時間的価値を測定するために繰延税金は

ディスカウントされる。つまり資産負債中心観

の下で貸借対照表上に計上される繰延税金資

産・負債は、潜在的法人税等に関する将来純

キャッシュ・フローの現在価値を示すことにな

る。

　このように資産負債法にあっては、繰延税金

資産・負債を認識、測定し、これを貸借対照表

に計上することに目的があるのであって、税引

前利益と法人税等が適切に対応するのはあくま

でもその目的の結果でしかない26。ここで、潜

在的法人税等に関する将来純キャッシュ・フ

26　FASB（1976，　para．37）、清村（2000，24頁）。
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図表3－4　資産負債中心観における税効果額の測定，把握プロセス

差異1×税率A 差異2×税率B 差異3×税率C

税効果額を代数和

企業全体で税効果額を把握

累積税効果額が一定、
増加傾向にある場合

累積税効果額にボラティ
リティが見込まれる場合

反復的差異：計上不可 差額減少見込分だけ繰延税金を計上可能

ローの現在価値の測定を目的とする資産負債法

は、部分的配分法との整合性を有していると指

摘できよう。

　これを設例によって説明すると、累積税効果

額250（図表3－3）は、翌期以降も追加的に

機械が購入される限り取り崩されない、つまり

将来純キャッシュ・フローに影響がもたらされ

ないと予測される。よって、資産負債法におい

てはそれを「無期限の課税の延期」とみなして、

適用範囲から除外することになる。

　ただし第2節で指摘したとおり、部分的配分

法のもとでは、個々別の税効果差異や、グルー・・…

ビングされたある種の税効果差異ではなく、企

業全体の税効果差異を把握単位とすべきである、

と考えられる。

　企業全体の税効果差異を把握単位にすること

とは、次の測定プロセスを意味している。ある

企業における様々な差異に対して適用される

様々な税率や割引率のうち、それぞれの差異に

それぞれの税率、割引率を適用した上で（ある

いは同率のもので差異をグルーピングしてもよ

い）、それらの税効果額を代数和する。そして

そこで反復的差異か否かの判定を行うことにな

る。税率や割引率が同率のものを把握単位とし

たり、事例のように差異発生の起因となる同種

の取引・事象をグルーピングして反復的差異を

判定したりすることはできない。

　ここで、企業全体の累積税効果差異が一定状

態、ないし増加傾向にあると予想されるときに、

税効果差異は反復しているとみなされ、税効果

額を認識することはできないと考えられる。こ

れは、そのような場合、将来純キャッシュ・フ

ローに影響がもたらされないことからも、それ

が反復的差異の現象を起こしていることが理解

できよう。そうすると、多くの安定・成長企業

においては繰延税金が累積傾向になるとされ、

衰退企業においては課税所得の不足から繰延税

金をそもそも認識することが困難であることか

27　課税所得が不足している場合でも繰越欠損金を用

　いれば繰延税金を計上できる。しかし衰退企業の場

　合は、さらに翌期以降の課税所得の不足が見込まれ

　るので、繰越欠損金の適用は困難となり、繰延税金

　を認識することも困難となる可能性が高い。
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図表3－5　　繰延税金の計上例

流動の部

J延税金資金
本稿基準の

v上可能額

1996年度 83，291 0

1997年度 111，765 0

1998年度 121，189 18，601

1999年度 102，588 0

2000年度 117，258 0

2001年度 141，473 一
（出所）ソニー・アニュアル・レポート

　　http：／／www．　sony．　co．　jp

ら27、この場合、税効果会計は、　「適度」に業

績にボラティリティが有るような企業に例外的

に適用されるものであることになる。

　それでは具体例として、ソニーのアニュア

ル・レポートを用いて、流動の部における繰延

税金資産の計上例を取り上げよう。

　図表3－5の左側が実際のアニュアル・レ

ポートにおいて計上された額である。問題を単

純化するために、固定の部における繰延税金資

産の計上はなかったものとする。この例は、

1996年度から1998年度まで税効果が増加傾向を

有し、1998年度から1999年度では減少し、1999

年度以降再び増加するというボラティリティを

有している点で興味深い例である。

　流動の部における繰延税金資産は通常1年で

解消するものとされるので、1997年度決算では

￥83，291の税効果の解消に対して、￥111，756の

税効果が発生し、計上されたと考えられる。し

かしここで本論文において示した基準に基づけ

ば、1997年度決算では繰延税金資産を計上する

ことはできない。何故なら、1997年度決算では、

1998年度に￥11，756のキャッシュ・インフロー

が見込まれるのに対して、￥121，189のキャッ

シュ・アウトフローが見込まれ、キャッシュ・

インフローが相殺されるからである。つまり資

産の計上基準である、将来キャッシュ・インフ

ローがもたらされないのである。

　同様に、1998年度決算においては￥18，601

（￥121，189一￥102，588）のキャッシュ・インフ

ローが見込まれるため、この額を繰延税金資産

として計上できる。しかし他の決算期には

キャッシュ・インフローが相殺され、もたらさ

れないので、繰延税金資産は計上できないこと

になる。

　以上のように多額の一時差異等が発生してい

るにもかかわらず、図表では5年度のうち、1

年度しか繰延税金資産を計上できない。また税

効果の計上があった1998年度では、発生額

￥121，189に対して計上可能額は￥18，601であり、

約84．7％の税効果が潜在化してしまう。これは

繰延税金資産が、予想される差額減少分につい

てしか認識できないことを考えると、このソ

ニーの事例に限らず、税効果額の潜在化率が高

くなるのは容易に想像できよう。

　以上の考察、事例から、法人税等費用の適切

な期間帰属や、財務諸表ユーザーに対する意思

決定に有用な情報の提供という税効果会計の目

的を達成しているか、疑問が生じるとともに、

税効果会計の適用困難性が示唆されるのである。
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4．測定、把握単位の課題

　ここまで論じてきたように、このような反復

的差異がもたらす経済的帰結は、税効果差異を

個々別のストックで測定、把握するのではなく、

企業全体で税効果額を代数和して把握すること

によってもたらされる。そしてこのような個々

別のストックごとに税効果額を測定、把握する

方法は、固定資産の原価配分を目的とした減価

償却会計の一部としての税引後法に起源をもつ

ものであって（第3．2．1節）、部分的配分

法（資産負債法）の下では、この方法は理論的

に否定されるべきものである（第3．1節）。

　しかし、このように企業全体で税効果額を把

握することに対し、把握単位として少々極端に

過ぎる、との批判はありえよう。理論的にも、

資産負債中心観のもとでの個別ストックの直接

評価重視という観点からは、当該ストックに起

因・帰属する税効果差異を個々別にグルーピン

グして税効果額を測定し、それを把握単位とし

て解消可能性を判断することに根拠なしとは言

えない。よってここでは、資産負債中心観にお

ける測定、把握単位の問題についての課題につ

いて考察するものとする。

　繰延税金の評価のための測定、把握単位、す

なわちグルーピングの基準としては、例えば独

立したキャッシュ・フロ・一一一一生成（創出）の最小

単位が基準として考えられる。本節の設例は、

そのようなキャッシュ・フロー生成単位の典例

であると言えるのかもしれない。

　しかしこのようなキャッシュ・フロー生成基

準によるグルーピングとは、極めて曖昧な基準

である。正確にどの単位でグルーピングを行う

べきかという論拠、あるいはグルーピングその

ものに対する正否に対する理論的な結論は、現

在のところ提出されていないと考えられる。む

しろ会計記録の基盤が、個々別の取引、その他

の会計事象の認識に依拠するものであることを

考慮すると、個々別の取引、その他の事象ごと

に税効果を認識する、最小単位による測定方法

が、実務的ではないが理論的な結論であると考

えてよい。後はこれを基本としてなおも何らか

のグルーピングを行う論拠が存在するか否かが

問題となる。

　しかし、本稿の門門のような「同種」の資産

でグルーピングを行う根拠は、会計上はせいぜ

い、実務上の簡便性によるものにすぎない28。

ただ、税務上の側面からは、ある資産について

の償却不足額が発生する場合、他の資産の償却

超過額と相殺することができるという減税効果

の可能性があるので、このようなグルーピング

は一定の根拠と必然性を持つと言えるかもしれ

ない。しかしそれは一方、税制上の優遇政策の

域を出ないものである。もしくはそれは、税法

上の計算方法に会計上の計算方法を合致させる

ことで機会費用を削減するという、やはり実務

上の簡便性にしか根拠をもたないものである、

と結論づけることができよう。

　また固定資産の減価償却にかかる差異のグ

ルーピングに、反復的差異の概念を限定する理

由として、それは企業にとって将来の機械購入

は合理的予測が可能であるからだという主張が

ある。この主張を引き継ぐと、金児（1999，

344頁）によれば、実務においては、通例2月

期に、3月期の決算業務と損益予算編成をにら

みながら、景気を予測して設備投資を増額する

か、削減するかを計画するという。つまり、固

定資産の減価償却にかかる差異について、反復

28　Bevis－Perry　（1968，　p．12）
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戸差異の状態になるか否かを予測するのは、そ

の情報を入手するのが比較的容易であるために

見積り可能性が高いと考えられる。しかし他方、

他に起因する差異、例えば製品保証等引当金繰

入限度超過額や退職給付引当金繰入限度超過額

の予測が特別に困難であるとは考えられない。

さらに例えば、パレプ他（1999）では、やや粗

雑ながら、実際に企業の将来性分析において繰

延税金の予測が試みられている29。また将来の

差異発生の合理的な予測、計画が極めて限定的

にしか行えないとするならば、税効果会計適用

に伴い、日米両国で提出を義務付けられている

税務計画書の作成も困難につき、その存在はほ

とんど意味をなさなくなる。そしてこれは繰延

税金の計上が困難であることを意味してしまう。

　以上論述してきたように、たとえ反復的差異

の発生がある差異グループでは合理的に予測可

能で、他の差異については予測困難な状況にあ

り、これをもって合理的予想可能な差異を認識

から除外するという処理は、理論のプラグマ

ティックな修正であり、積極的な論拠とは言い

難い。上述してきたように、本節で提示した理

論によって、これらは棄却されるべきであると

考える。

　またもう一つのグルーピング例として、差異

解消期間が同一の一時差異等をグルーピングし

て、測定単位とする考え方があげられよう。例

えばディスカウントを適用することを考えて、

このような測定単位は強い根拠をもつと主張す

る論者も存在するかもしれない。また齋藤

　（1999）が税効果会計を差異発生期間影響額概

念と差異解消期間影響額概念に概念的に峻別し

て、解消期間が同一の差異をグルー・一・・ビングして

29　パレプ他（1999，　99－129頁）など。

把握することの論拠も納得しえるかもしれない。

　しかしここでもまた、差異解消期間を基準に

グルーピングしても、それ自体では、当該企業

に法人税等に関する将来純キャッシュ・フロー

が最終的にもたらされるか否か、が判明しない

ことに注意しなければならない。個々別に税効

果を計算しようと、グルーピングして税効果を

計算しようと、それらの税効果を貸方、借方を

含めて企業全体で代数和しない限り、資産負債

中心観の目的であるストックたる繰延税金の最

終的なキャッシュ・フローは算出できない。

　ここで、本論文が理論的に提示した、企業全

体でネット差異を代数和するという把握単位は、

税効果（tax・effect）の最終的な帰結（final

consequence）、すなわちtax　consequenceを捉

えることを目的としている点では、資産負債中

心観と理論的に整合性を有している、と考えら

れる。

　収益費用中心観・繰延法は、法人税等費用に

関して、努力と結果（effort　and　accomplishment）

や原因と結果（cause　and　ef飴ct）を対応させる

構造を有する以上、税効果額発生の因果関係を

明示するために、その発生起因となる取引別、

発生の源泉別に測定、把握し、あるいは源泉別

に税効果額をディスクローズする根拠を有する。

しかし、資産負債中心観・資産負債法において

は、企業における潜在的法人税等についての将

来キャッシュ・フローの影響額（繰延税金）を

測定することに目的があるのだから、様々な源

泉に起因する一時差異等をキャッシュ・フロー

にいわば同質に流動化した上で（リボルビング

の否定）、当該影響額を測定しなければならな

い。つまりその発生の因果関係を明示すること

は少なくとも第一の目的ではない。

　しかし課題を述べるならば、以上のように収
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益費用中心観・繰延法が、発生主義に従って費

用を認識し、対応概念によって費用の期間配分

を行うといった伝統的な会計理論、収益費用中

心観のもとに整合的に構成されているのに対し

て、資産負債中心観は、ストックの評価が最初

に行なわれることから、その資産（負債）の認

識、測定が中心課題とされるにも関わらず、採

用される測定単位は簡便法的であり、その理論

的根拠は不明瞭であることがわかる。

　例えばFASB（1990，　para．61）によれば、現

在価値を測定するための測定単位について、

　「資産および負債は、個別に測定されること

もあるし、グル…一・一プ化されて一括して測定され

ることもある。……同種項目をグループ化する

ことが、見積もりの変更が財務諸表に与える影

響をも変化させてしまう場合もあるであろ

う。」　（企業財務制度研究会訳（1999））

と述べている。資産負債中心観においてストッ

クの評価が重要であり、グルーピングによって

利益の数値が変化することが認識されていなが

ら、このような曖昧かつほとんど意味を有しな

い説明に留めているのは、将来キャッシュ・フ

ローの測定に関する困難さを示唆しているもの

と考えられる。

5．結　論

　本稿において得た結論は以下の通りである。

　二つの会計観に基づく税効果会計の理論を実

務に適用すると、税効果差異の累積額が通常の

企業（安定・成長企業）においては一定、増加傾

向を有するので、あるいは有すると仮定すると、

　（1）収益費用中心観・繰延法の下では貸借対

　　照野上において、本来その性格が不明瞭な

　　繰延項目である繰延税金項目の増大を招く

　　ことになる。これは繰延税金貸方項目の場

　　合、負債と資本の区別を危うくするもので

　　ある。繰延税金借方項目の場合、資本の空

　　洞化を招くものである。

　これへの批判を克服するために、上記は資産

負債中心観・資産負債法へと移行した。しかし、

　（2）資産負債中心観・資産負債法の下では、

　　累積税効果額の一定・増加傾向は、反復的

　　差異の現象が発生していることを意味して

　　おり、繰延税金資産・負債の計上は困難に

　　なる。

　（3）累積税効果額（一時差異等）がボラティ

　　リティを有する場合は、計上可能な繰延税

　　金は、潜在的な税効果額に比して著しく低

　　くなる。

　（4）税効果差異が減少傾向にあるような企業

　　では、本来課税所得不足から税効果を計上

　　できない。もし課税所得が十分あるとして

　　も、税効果は解消してゆくことから、財務

　　諸表から税効果の表示は消滅する。

　以上本稿では、まず税効果会計の肯定を前提

として理論的考察を開始し、そしてその理論の

適用がもたらす効果ないし帰結を導き出した。

つまりいずれの会計観（静態論、動態論＝＝収益

費用中心観、資産負債中心観）の下でも、いず

れの場合でも（①累積税効果差異が一定、増加

傾向を有する場合、②ボラティリティを有する

場合、③減少する場合）、税効果会計の適用は

困難、ないし実質上適用を無効とするような状

態に陥ることになる。

　最後に本稿における資産負債中心観の理解へ

のありうべき批判に対して「弁明」を行ってお

く。
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　本稿では、収益費用中心観と資産負債中心観

を対立的に論じてきた。曰く、収益費用中心

観・繰延法は、損益計算書上において、当期の

税引前利益と法人税等の函数的対応関係を成立

させる代わりに、貸借対照表上における繰延税

金の貸借対照表能力を犠牲にする。資産負債中

心観・資産負債法は、損益計算書上の函数的対

応関係を犠牲とする代わりに、貸借対照表上の

繰延税金の貸借対照表能力を成立させる。

　しかし資産負債中心観・資産負債法は、収益

費用中心観・繰延法の対立物ではなく、後者の

修正法、あるいは補完法として捉えるべきでな

いか、とする疑問を検証する必要性は生じよう。

あるいは資産負債中心観においては評価を通し

た配分が行われているのだとは考えられないだ

ろうか。ただ本稿では論点を明確にするために、

損益計算書と貸借対照表のどちらかが「収納庫

（ゴミ箱、生産クズ）」化する、所謂「連携

観」30を採用したことを付記しておく。

　また資産負債中心観のもとでの繰延税金の計

上は、　「将来キャッシュ・フロー」、　「将来減

算・加SC　一一時差異」という用語からも理解でき

るように、将来事象に依拠している。これらの

ことは、資産負債中心観・資産負債法は、概存

の会計学を支える重要な概念である実現概念か

らも離脱することを示唆している。

　こうしたことから（本稿のような単純化され

た）資産負債中心観は会計学として成立するの

かといった批判が存在すると思われるが、本稿

では資産負債中心観が企業価値評価の一技法で

あることを示唆しつつも、これを税効果会計と

いう個別分野での論点の指摘に留め、会計観そ

のものの吟味はこれからの課題としたい。
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